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議第６８号 

 

   令和２年度安来市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和２年度安来市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 件 数               １４，１００件 

（２）年間総給水量            ４，６３５，５００㎥ 

（３）１日平均給水量               １２，７００㎥ 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 水道事業収益            １，１４０，０００千円 

  第１項 営 業 収 益            ８８８，８３９千円 

  第２項 営 業 外 収 益            ２４５，１４３千円 

  第３項 特 別 利 益              ６，０１８千円 

 

支     出 

 第１款 水道事業費用            １，０８６，０００千円 

  第１項 営 業 費 用            ９９７，２８０千円 

  第２項 営 業 外 費 用             ８７，７２０千円 

  第３項 予 備 費              １，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本 

的支出額に対し不足する額４２３，９４２千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額１７，６６８千円及び過年度分損益勘定留保資金４０６，２７４千円で

補てんするものとする。） 

 

 

収     入 

第１款 資本的収入                 ５３３，４７０千円 

 第１項 企 業 債                ２８３，０００千円 

第２項 補 助 金                 ６５，７０７千円 

 第３項 工事負担金                 ６０，４０４千円 

 第４項 繰  入  金                １２４，３５９千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出                 ９５７，４１２千円 

 第１項 建設改良費                ４９７，７０２千円 

 第２項 企業債償還金                ３７９，７１０千円 

第３項 投    資                 ８０，０００千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

建設改良事業 283,000千円 普 通 貸 借 

又は 

証 券 発 行 

 

年 4.0％ 

以内 

 
但し、利率見

直し方式で

借り入れる

資金につい

て、利率の見

直しを行っ

た後におい

ては、当該見

直し後の利

率 

 

政府資金については、その融

資条件により、銀行その他の場

合には、その債権者と協定す

る。 

ただし、企業財政の都合によ

り、据置期間及び償還期限を短

縮し、もしくは繰上償還又は低

利に借換えることができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

  

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

 と定める。 

（１）営業費用と営業外費用の相互間 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に 

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を 

経なければならない。 

  （１）職員給与費                １７３，７６１千円 

    

（他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１８３，３３５千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は７，７４３千円と定める。 

 

  令和２年３月２日 提出 

 

 

                      安来市長 近 藤 宏 樹   

 

 

 



令和２年度安来市水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 水道事業収益 1,140,000

1 営業収益 888,839

1 給水収益 852,800 水道料金

2 受託工事収益 19,045 水道管移転工事収益外

3 その他営業収益 16,994

2 営業外収益 245,143

1 受取利息及び配当金 121 預金利息、貸付金利息

2 加入者分担金 8,944

3 雑収益 7,809

4 一般会計繰入金 58,976

5 長期前受金戻入 169,293

3 6,018

1 その他特別利益 6,018 過年度分長期前受金戻入

特別利益

款 項 目
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支　　　　　出 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 水道事業費用 1,086,000

1 営業費用 997,280

1 原水及び浄水費 232,183 受水費、動力費

2 配水及び給水費 91,835 委託料、修繕費

3 受託工事費 16,160 工事請負費

4 業務費 49,029 委託料　　　　　

5 総係費 61,260

6 減価償却費 521,813

7 資産減耗費 25,000

2 営業外費用 87,720

1
支払利息及び企業債取
扱諸費

57,602 企業債利息

2 雑支出 1,000

3 消費税 29,118

3 予備費 1,000

1 予備費 1,000

款 項 目
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収　　　　　入 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 資本的収入 533,470

1 企業債 283,000

1 企業債 283,000 生活基盤近代化事業、水道管路耐震化等推進事業費外

2 補助金 65,707

1 国庫補助金 65,707 生活基盤近代化事業、水道管路耐震化等推進事業費外

3 工事負担金 60,404

1 工事負担金 60,404 水道管移転工事収益外

4 繰入金 124,359

1 繰入金 124,359

支　　　　　出 （単位：千円、税込額）

予定額 備　考

1 資本的支出 957,412

1 建設改良費 497,702

1 水源設備費 38,709

生活基盤近代化事業、水道管路耐震化

等推進事業費、配水管改良事業外

3 営業設備費 2,670

4 建設事業管理費 60,274

2 企業債償還金 379,710

1 企業債償還金 379,710

3 投資 80,000

1 投資有価証券 80,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

396,0492 配水設備費

款 項 目
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令和２年度安来市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　固定資産除却損

　未収金の増減額（△は増加）

　未払金の増減額（△は減少）

　小計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

　業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　国庫補助金等による収入

　工事負担金による収入

　他会計からの繰入金による収入

　有価証券の取得による支出

　投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

△ 175,311

△ 121

△ 138

1,383

521,813

10,000

228

43

121

△ 57,602

434,570

25,000

61,613

△ 10,061

△ 80,000

57,602

△ 67,857

1,214,677

1,146,820

124,359

△ 405,717

283,000

△ 379,710

△ 96,710

△ 576,187

65,707

60,404

492,051
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　　１　総　括

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

　　ア  会計年度任用職員以外の職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※短時間勤務職員なし

　　イ  会計年度任用職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務
を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

1,102

1,102

宿日直手当 特殊勤務手当 退職給付費 合　　　計 備　　　　考

765 13 324

1,102

765 13 324

前　　年　　度

（単位：千円）

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当

6,536 1,027 7,563(3)
比　　　　　較 5,434

7,563(3)

報 酬 給 料 手当 計

(0)

本　　年　　度 5,434 1,102

（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計 備 考
特別職 一般職

△ 36 △ 3,326 △ 4,141

6,536 1,027

990 13,326 60,485

954 10,000 56,344

宿日直手当 特殊勤務手当 退職給付費 合　　　計 備　　　　考

642

△ 144 △ 627 △ 90 △ 132 0 △ 296 510

1,890 19,043 13,550 6,702 1,832 2,510

比　　　　　較 △ 1 △ 2,384 △ 4,141

住 居 手 当

1,746 18,416 13,460 6,570 1,832 2,214 1,152

△ 6,525 98 △ 6,427

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当

前　　年　　度 20 78,952 60,485 139,437 25,684 165,121

本　　年　　度 19 76,568 56,344 132,912 25,782 158,694

（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計 備 考
特別職 一般職

△ 36 △ 3,326 △ 3,039

報 酬 給 料 手当 計

990 13,326 60,485

954 10,000 57,446

宿日直手当 特殊勤務手当 退職給付費 合　　　計 備　　　　考

642

△ 144 138 △ 90 △ 119 0 28 510

1,890 19,043 13,550 6,702 1,832 2,510

（単位：千円）

60,485 139,437 25,684 165,121

住 居 手 当

1,746 19,181 13,460 6,583 1,832 2,538 1,152

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当

比　　　　　較 2 5,434 △ 2,384

57,446 139,448 26,809 166,257

△ 3,039 11 1,125 1,136

前　　年　　度 20 78,952

一般職 報 酬 給 料 手当 計

本　　年　　度 22 5,434 76,568

給　与　費　明　細　書
（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 計 備 考
特別職
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　　２　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

制度改正の状況

勤勉手当改正月数

制度改正実施時期

　　３　給料及び職員手当の状況

ア．職員１人当たりの給与

イ．初　任　給

高　　校　　卒 150,600 150,600 147,900

大　　学　　卒 171,700 171,700 －

（単位：円）

区　　　　　分 企業職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職 技能労務職

平成31年1月1日現在

平均給料月額 354,361

平均給与月額 410,028

平　均　年　齢 ４５歳９月

（単位：円）

区　　　　　　　　　分 企　業　職

令和２年1月1日現在

平均給料月額 349,558

平均給与月額 406,412

平　均　年　齢 ４５歳７月

  特殊勤務手当 △ 36

　退職給付費 △ 3,326

△ 296

  住居手当 510

△ 352 その他 △ 2,543

  時間外勤務手当 △ 132

+0.05月

元年12月

退職 △ 1,790

  期末手当 △ 627 配置換 △ 70

　

職員手当 △ 4,141

制 度 改 正
に 伴 う 増 減 分

262

　勤勉手当 262

その他の増減分 △ 2,561

　退職 △ 2,640

　配置換 79

その他の増減分 △ 4,403

  扶養手当 △ 144

  勤勉手当

  

  通勤手当

給料改定率 +0.1％

給与改定実施時期 31年4月

昇 給
に 伴 う 増 加 分

159

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　考

給　　料 △ 2,384

給 与 改 定
に 伴 う 増 減 分

18

給与改定の状況

－9－



　　　ウ．級別職員数

　※構成割合については、表示単位未満四捨五入のため合計が１００．０％にならない場合があります。

　　　（級別の標準的な職務内容）

区　　分

　　　エ．昇給

前 　年　 度

職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 20
昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 18

昇給数別内訳

4号給  （人） 14
8号給  （人） 1

比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 90.0

1号給  （人）

2号給  （人） 3
3号給  （人）

2号給  （人） 3
3号給  （人）

4号給  （人） 14

区　　　　　　　　　分 企業職

本 　年　 度

職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 19
昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 17

昇給数別内訳

1号給  （人）

8号給  （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 89.5

課　長 部　長
技　師 主任技師 専門官

６級 ７級

企業職
主　事 主任主事

主　任 主　幹
主　査

計 18 100.0

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

平成31年1月1日
現在

１　　級 2 11.1

２　　級

３　　級 1 5.6

７　　級 1 5.6

４　　級 10 55.6

５　　級 2 11.1

５　　級 2 10.5

６　　級 2 10.5

６　　級 2 11.1

2 10.5

３　　級 2 10.5

４　　級 10 52.6

区　　分
企　業　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和2年1月1日
現在

１　　級

２　　級

７　　級 1 5.3

計 19 100.0

－10－



　　　オ．特殊勤務手当

　　　カ．期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

2.250 2.250 4.500 R2.4.1現在

2.225 2.225 4.450 H31.4.1現在

2.250 2.250 4.500 R2.4.1現在

　　　キ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の 退 職 時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

　　　ク．その他の手当

一般会計の
制度との異同

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

通 勤 手 当 同　　じ

３～４５％

区　　分 差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

２～２０％

一般会計
の制度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

区　　分 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

備　　考

本 　年 　度 有

前 　年 　度 有

一般会計の制度 有

代表的な特殊勤務手当の名称 水道施設管理手当、停水処分手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計

　　　（月分）
制度上の段階、職務の級等

による加算措置

区　　分 企 業 職

給料総額に対する比率（％） 0.7

支給対象職員の比率（％）
（令和２年１月１日現在）

100.0

－11－



令和元年度安来市水道事業会計予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日）

（単位：千円）

１.　営　　業　　収　　益

(1) 給 水 収 益 779,426

(2) 受 託 工 事 収 益 29,450

(3) そ の 他 営 業 収 益 13,357 822,233

２.　営　　業　　費　　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 215,817

(2) 配 水 及 び 給 水 費 91,531

(3) 受 託 工 事 費 17,518

(4) 業 務 費 55,253

(5) 総 係 費 71,916

(6) 減 価 償 却 費 571,067

(7) 資 産 減 耗 費 25,000 1,048,102

225,869

３.　営　業　外　収　益

(1) 受取利息及び配当金 403

(2) 加 入 者 分 担 金 8,675

(3) 雑 収 益 7,196

(4) 一 般 会 計 繰 入 金 72,915

(5) 長 期 前 受 金 戻 入 152,975 242,164

４.　営　業　外　費　用

(1) 支 払 利 息 及 び 62,958

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出 11,298 74,256 167,908

57,961

５.　特　　別　　利　　益

(1) そ の 他 特 別 利 益 31,006 31,006

６.　特　　別　　損　　失

(1) そ の 他 特 別 損 失 400 400 30,606

27,355

20,866

6,489当 年 度 未 処 理 欠 損 金

営　　　業　　　損　　　失

経　　　常　　　損　　　失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：円）

(1)

イ 土 地 66,394,317

ロ 建 物 973,982,615

減 価 償 却 累 計 額 △ 528,006,725 445,975,890

ハ 構 築 物 16,724,893,796

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,396,421,571 9,328,472,225

ニ 機 械 及 び 装 置 5,209,123,232

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,448,377,246 1,760,745,986

ホ 車 輛 運 搬 具 25,325,270

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,749,102 4,576,168

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 32,288,839

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,964,238 2,324,601

ト 建 設 仮 勘 定 35,877,654

11,644,366,841

(2)

イ 施 設 利 用 権 190,900

190,900

11,644,557,741

(1) 1,214,676,579

(2) 168,527,711

△ 6,506,768 162,020,943

(3) 1,538,039

(4) 412,930

(5) 1,200,000

1,379,848,491

13,024,406,232

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 5,927,632,084

5,927,632,084

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 215,721,079

215,721,079

6,143,353,163

-13-

有 形 固 定 資 産 合 計

令和元年度安来市水道事業会計予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

資　産　の　部

1 ． 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２．流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

負　債　の　部

３．固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計



(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 378,775,384

378,775,384

(2)

イ 営 業 未 払 金 13,841,057

ロ そ の 他 未 払 金 228,162,022

242,003,079

(3)

イ 賞 与 引 当 金 10,082,229

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,972,851

12,055,080

(4) 36,577,976

(5) 1,200,000

670,611,519

(1) 6,841,136,957

(2) △ 3,210,480,757

3,630,656,200

10,444,620,882

(1)

イ 固 有 資 本 金 884,085,771

ロ 繰 入 資 本 金 443,244,850

ハ 組 入 資 本 金 856,010,058

2,183,340,679

(1)

イ 工 事 負 担 金 19,391,095

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 14,123,681

ハ 寄 付 金 63,880

ニ 国 県 補 助 金 35,140,912

ホ 補 償 金 16,369,727

85,089,295

(2)

イ 減 債 積 立 金 252,478,223

ロ 建 設 改 良 積 立 金 65,366,450

ハ 当年度未処理欠損金 6,489,297

311,355,376

396,444,671

2,579,785,350

13,024,406,232
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引 当 金

４ . 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 金 合 計

自 己 資 本 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ . 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

６ . 資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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令 和 元 年 度 注 記 事 項 

 

Ⅰ. 重要な会計方針 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券 償却原価法           

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

３ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法（ただし、平成１０年３月３１日以前に取得した建物に

ついては、定率法。）なお、取替資産については、取替法を採用している。 

・主な耐用年数 

 建物           3～50年 

 構築物        10～40年 

 機械及び装置           6～20年 

 車輌運搬具       4～ 5年 

 工具器具及び備品      2～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く。）   

・電話加入権             

③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

４ 引当金の計上方法 

① 退職給付引当金 

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額に、島根県市町村総合事

務組合積立金不足額を追加した金額を計上している。 

② 賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。 
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③ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。 

５ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ.予定貸借対照表に関する注記 

1 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対して

一般会計が負担すると見込まれる額は１１９，０８９千円である。 

 

Ⅲ.セグメント情報に関する注記 

   安来市水道事業は水道事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省

略している。 

 

Ⅳ.その他の注記 

引当金の取り崩し  

   （１）貸倒引当金 

       当事業年度において、債権の不納欠損による損失に９７７千円を使用する予定

である。 

   （２）賞与引当金 

       当事業年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 

６，７９６千円を取り崩す予定である。 

   （３）法定福利費引当金 

         当事業年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費の支出のた

め、法定福利費引当金１，３３０千円を取り崩す予定である。 

       （４）修繕引当金 

          当事業年度において、会計処理方法の変更により２６，０９２千円を取り崩し、

特別利益に計上する予定である。 

 



令和２年度安来市水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：円）

(1)

イ 土 地 66,394,317

ロ 建 物 973,982,615

減 価 償 却 累 計 額 △ 549,264,725 424,717,890

ハ 構 築 物 17,119,906,323

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,720,846,571 9,399,059,752

ニ 機 械 及 び 装 置 5,244,478,687

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,622,425,246 1,622,053,441

ホ 車 輛 運 搬 具 27,467,088

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,316,102 5,150,986

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 32,408,839

減 価 償 却 累 計 額 △ 30,479,238 1,929,601

ト 建 設 仮 勘 定 35,877,654

11,555,183,641

(2)

イ 施 設 利 用 権 190,900

190,900

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 80,000,000

80,000,000

11,635,374,541

(1) 1,146,819,757

(2) 106,914,778

△ 6,368,980 100,545,798

(3) 1,538,039

(4) 412,930

(5) 1,200,000

1,250,516,524

12,885,891,065

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 5,824,491,249

5,824,491,249

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 225,721,079

225,721,079

6,050,212,328

負　債　の　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

３．固 定 負 債

資　産　の　部

1．固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

２．流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産
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(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 385,206,219

385,206,219

(2)

イ 営 業 未 払 金 3,780,273

ロ そ の 他 未 払 金 132,008,338

135,788,611

(3)

イ 賞 与 引 当 金 10,309,812

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,016,448

12,326,260

(4) 36,577,976

(5) 1,200,000

571,099,066

                                                                                                    

(1) 7,069,203,248

(2) △ 3,385,791,757

3,683,411,491

10,304,722,885

(1)

イ 固 有 資 本 金 884,085,771

ロ 繰 入 資 本 金 443,244,850

ハ 組 入 資 本 金 856,010,058

2,183,340,679

(1)

イ 工 事 負 担 金 19,391,095

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 14,123,681

ハ 寄 付 金 63,880

ニ 国 県 補 助 金 35,140,912

ホ 補 償 金 16,369,727

85,089,295

(2)

イ 減 債 積 立 金 252,478,223

ロ 建 設 改 良 積 立 金 65,366,450

ハ 当年度未処理欠損金 5,106,467

312,738,206

397,827,501

2,581,168,180

12,885,891,065

利 益 剰 余 金 合 計

６ . 資 本 金

負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 金 合 計

企 業 債

４ . 流 動 負 債

未 払 金

５ . 繰 延 収 益

引 当 金

企 業 債 合 計

未 払 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計
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令 和 ２ 年 度 注 記 事 項 

 

Ⅰ. 重要な会計方針 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券 償却原価法           

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

３ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法（ただし、平成１０年３月３１日以前に取得した建物に

ついては、定率法。）なお、取替資産については、取替法を採用している。 

・主な耐用年数 

 建物           3～50年 

 構築物        10～40年 

 機械及び装置           6～20年 

 車輌運搬具       4～ 5年 

 工具器具及び備品      2～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く。）   

・電話加入権             

③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

４ 引当金の計上方法 

① 退職給付引当金 

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額に、島根県市町村総合事

務組合積立金不足額を追加した金額を計上している。 

② 賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。 
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③ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。 

５ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ.予定貸借対照表に関する注記 

1 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対して

一般会計が負担すると見込まれる額は１４０，３０３千円である。 

 

Ⅲ.セグメント情報に関する注記 

   安来市水道事業は水道事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省

略している。 

 

Ⅳ.その他の注記 

引当金の取り崩し  

   （１）貸倒引当金 

       当事業年度において、債権の不納欠損による損失に９９５千円を使用する予定

である。 

   （２）賞与引当金 

        当事業年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 

６，５９２千円を取り崩す予定である。 

   （３）法定福利費引当金 

            当事業年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費の支出の

ため、法定福利費引当金１，２８９千円を取り崩す予定である。 
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令 和 ２ 年 度 

 

安来市水道事業会計予算明細書 



令和２年度安来市水道事業会計予算明細書
（収益的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 水道事業収益 1,140,000 1,258,000 △ 118,000

1 営 業 収 益 888,839 992,745 △ 103,906

1 給 水 収 益 852,800 909,000 △ 56,200

2 受託工事収益 19,045 69,178 △ 50,133

3 そ の 他 16,994 14,567 2,427

営 業 収 益

2 営業外収益 245,143 260,340 △ 15,197

1 受取利息及び 121 403 △ 282

配 当 金

2 加入者分担金 8,944 9,542 △ 598

3 雑 収 益 7,809 7,811 △ 2

4 一 般 会 計 58,976 72,915 △ 13,939

繰 入 金

5 長期前受金 169,293 169,669 △ 376

戻 入

3 特 別 利 益 6,018 4,915 1,103

1 その他特別利益 6,018 4,915 1,103

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

79,883

78,972

77,527

給 水 収 益 852,800 77,527

9

下 水 道 関 連 工 事 2,700

受 託 修 繕 100 9

そ の 他 16,245

1,436 下水道負担金外

手 数 料 1,195

他 会 計 負 担 金 15,799 1,436

911

預 金 利 息 121

813

加 入 者 分 担 金 8,944 813

98 損害賠償金他外

賃 貸 料 38

そ の 他 雑 収 益 1,072 98

他 会 計 負 担 金 6,699

一 般 会 計 繰 入 金 58,976

長 期 前 受 金 154,362

補 助 金 戻 入

長 期 前 受 金 14,931

そ の 他 戻 入

長 期 前 受 金 戻 入 6,018

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 水道事業費用 1,086,000 1,210,000 △ 124,000

1 営 業 費 用 997,280 1,135,544 △ 138,264

1 原 水 及 び 232,183 236,167 △ 3,984

浄 水 費

2 配 水 及 び 91,835 105,895 △ 14,060

給 水 費

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

29,541

29,359

18,893 人件費 23,975

給 料 12,139

手 当 5,878 30

賞与引当金繰入額 1,706

法 定 福 利 費 3,920

法定福利費引当金 332

繰 入 額

被 服 費 97 9

備 消 品 費 583 53

燃 料 費 360 32

光 熱 水 費 640 58

手 数 料 811 74

通 信 運 搬 費 4,318 393

委 託 料 24,718 2,247

賃 借 料 46

修 繕 費 13,500 1,227

動 力 費 45,288 4,117

薬 品 費 1,668 152

材 料 費 550 50

補 償 費 666

受 水 費 114,963 10,451

7,384 人件費 10,699

給 料 5,679 水質定期検査委託料 5,628

手 当 2,381 16 量水器取替委託料 7,752

賞与引当金繰入額 752 水道管路情報システムデータ更新業務

法 定 福 利 費 1,745 15,862

法定福利費引当金 142

繰 入 額

被 服 費 74 7

備 消 品 費 660 60

燃 料 費 566 51

光 熱 水 費 998 91

通 信 運 搬 費 4,908 446

委 託 料 36,144 3,286

手 数 料 876 80

賃 借 料 94

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

3 受託工事費 16,160 54,336 △ 38,176

4 業 務 費 49,029 55,865 △ 6,836

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

修 繕 費 20,991 1,908

路 面 復 旧 費 1,980 180

動 力 費 11,975 1,089

材 料 費 1,870 170

1,469 下水道関連工事 2,200

備 消 品 費 167 15 その他工事 10,250

燃 料 費 249 22

修 繕 費 3,250 296

材 料 費 44 4

工 事 請 負 費 12,450 1,132

1,011 人件費 28,943

給 料 13,716

手 当 5,839 26

賞与引当金繰入額 2,088

法 定 福 利 費 4,515

法定福利費引当金 412

繰 入 額

報 酬 2,373 13

被 服 費 120 11

備 消 品 費 880 80

燃 料 費 432 39

印 刷 製 本 費 2,114 192

通 信 運 搬 費 2,615 237

委 託 料 11,271 178

手 数 料 2,052 187

賃 借 料 76 7

修 繕 費 448 41

保 険 料 78

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

5 総 係 費 61,260 76,403 △ 15,143

6 減 価 償 却 費 521,813 581,878 △ 60,065

7 資 産 減 耗 費 25,000 25,000 0

2 営業外費用 87,720 73,456 14,264

1 支払利息及び 57,602 64,372 △ 6,770

企業債取扱諸費

2 雑 支 出 1,000 1,000 0

3 消 費 税 29,118 8,084 21,034

3 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

602 人件費 52,417

給 料 19,015

手 当 8,712 71

賞与引当金繰入額 2,272

法 定 福 利 費 5,847

法定福利費引当金繰入額 445

旅 費 481 44

退 職 給 付 費 10,000

退 職 手 当 負 担 金 6,126

被 服 費 144 13

備 消 品 費 340 31

燃 料 費 205 19

通 信 運 搬 費 600 55

委 託 料 1,385 126

手 数 料 190 17

修 繕 費 1,805 164

会 費 負 担 金 1,219 62

保 険 料 1,316

助 成 金 51

公 課 250

貸倒引当金繰入額 857

有形固定資産減価償却費 521,813

固 定 資 産 除 却 費 25,000

91

企 業 債 利 息 57,519

借 入 金 利 息 83

91

そ の 他 雑 支 出 1,000 91

消 費 税 29,118

91

91

予 備 費 1,000 91

節
説 明
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（資本的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資本的収入 533,470 868,719 △ 335,249

1 企 業 債 283,000 501,800 △ 218,800

1 企 業 債 283,000 501,800 △ 218,800

2 補 助 金 65,707 125,753 △ 60,046

1 国庫補助金 65,707 125,753 △ 60,046

3 工事負担金 60,404 92,098 △ 31,694

1 工事負担金 60,404 92,098 △ 31,694

4 繰 入 金 124,359 108,669 15,690

1 繰 入 金 124,359 108,669 15,690

○ 貸付金返還金 0 40,399 △ 40,399
○ 他会計貸付金返還金 0 40,399 △ 40,399

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資本的支出 957,412 1,242,195 △ 284,783

1 建設改良費 497,702 814,217 △ 316,515

1 水源設備費 38,709 407,006 △ 368,297

2 配水設備費 396,049 347,342 48,707

3 営業設備費 2,670 5,334 △ 2,664

4 建 設 事 業 60,274 54,535 5,739

管 理 費

2 企業債償還金 379,710 347,978 31,732

1 企業債償還金 379,710 347,978 31,732

3 投 資 80,000 80,000 0

1 投資有価証券 80,000 80,000 0

款 項 目 増 減

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

企 業 債 283,000

国 庫 補 助 金 65,707

消 火 栓 新 設 工 事 4,500

下 水 道 関 連 工 事 1,850

そ の 他 工 事 54,054

一 般 会 計 繰 入 金 124,359

他会計貸付金返還金 0

（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

40,072

40,072

3,519 受水流量計更新工事外

委 託 料 3,333 303

工 事 請 負 費 35,376 3,216

36,004 生活基盤近代化事業 125,024

委 託 料 9,500 863 水道管路耐震化等推進事業費 111,600

工 事 請 負 費 386,549 35,141 配水管改良工事 79,600

下水道関連工事外 70,325

243

量 水 器 費 182 17

車 輌 購 入 費 2,356 214

工具器具及び備品購入費 132 12

306 人件費 57,727

給 料 26,022

手 当 17,964 57

法 定 福 利 費 9,577

報 酬 4,164 17

被 服 費 220 20

備 消 品 費 327 30

賃 借 料 2,000 182

企 業 債 償 還 金 379,710

投 資 有 価 証 券 80,000

節
説 明

節
説 明

生活基盤近代化事業、水道管路耐震化等推進事業費外
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番号

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

水道管支障移転工事 １７件

別石・宮須町地内配水管改良工事 高密度ポリパイプφ40 L=700ｍ

原代第２水源地導水管改良工事
耐震ポリパイプφ100 L=100ｍ
電気計装信号線埋設

生活基盤近代化事業 基幹改良 比田簡水（補助事業　１／３）

比田地区配水管改良工事
（梶福留・古市・市原地内）

耐震ポリパイプφ150～φ75 L=2,920m
硬質塩ビパイプφ40 L=550m

耐震ポリパイプφ150 L=260ｍ
不断水分岐 2箇所

上坂田町地内配水管改良工事 耐震ポリパイプφ150 L=280ｍ

才下・宮中川町地内配水管改良工事

松実町地内配水管改良工事 硬質塩ビパイプφ75～φ40 L=450ｍ

令和２年度　主 要 工 事 等 説 明 書

工事（業務）名

原代浄水場送水管洗浄業務
送水管φ250アイスピグ洗浄
原代浄水場～豊岡地内　L=1.0ｋｍ

業務委託

内        容

配水管改良工事

電線共同溝布設工事に伴う配水管改良工事
（安来工区）

耐震ポリパイプφ150 L=210m
高密度ポリパイプφ50 L=210m

殿川内町地内配水管改良工事

　国土交通省２件、島根県（ほ場２件、県道改良５件、）安来市（土木５件、下水２件、都市政策１件）

水道管路耐震化等推進事業 水道管路緊急改善事業（補助事業　１／３）

西御幸通地内配水管改良工事
鋳鉄管φ300 L=35ｍ
ステンレス管φ200 L=26m

越前町地内配水管改良工事 耐震ポリパイプφ100 L=210ｍ

国道軌道下横断部漏水調査業務 監視型漏水調査機器設置10区間

原代水源系大塚・清瀬地区連絡管路基本計
画策定業務

配水池基本設計、ポンプ場基本設計、水
道管網計算 １式

水道管路情報システムデータ更新業務
管路延長7ｋｍ、給水情報400件、図面補
修正30件、数値図化13k㎡、竣工図445枚

硬質塩ビパイプφ75 L=360ｍ

水道事業 工事箇所図

③ 越前町地内配水管改良工事

⑧ 電線共同溝布設工事に伴う配水管

改良工事（安来工区）

⑩ 原代第２水源地導水管改良工事

① 比田地区配水管改良工事

（梶福留地区）

④ 上坂田町地内配水管改良工事

② 西御幸通地内配水管改良工事

⑨ 別石・宮須町地内配水管改良工事

① 比田地区配水管改良工事

（市原地区） ① 比田地区配水管改良工事

（古市地区）

⑤ 才下・宮中川町地内配水管改良工事

⑦ 殿川内町地内配水管改良工事

⑥ 松実町地内配水管改良工事
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